
2 かしわ市議会だより  令和8年2月1日発行（12月定例会）

■会派名簿■ ○は会派代表（令和７年12月19日現在）

【公明党】小川百合子／小松幸子／○田中 晋／塚本竜太郎／中島 俊／橋口幸生／林 伸司 

【柏清風】阿比留義顯 /後藤浩一郎 /桜田慎太郎 / 助川忠弘 / 円谷憲人 /○古川隆史 / 渡邉晋宏

【みらい構想かしわ】伊藤 誠／○内田博紀／岡田智佳（副議長）／鈴木清丞／永山智仁／渡辺裕二

【日本共産党】田口康博／平野光一／武藤美津江／矢澤英雄／○渡部和子

【市民サイド】林 紗絵子／○松本寛道／若狭朋広　【共創かしわ】○佐藤 浩／福元 愛／山田一一

【無所属の会】坂巻重男（議長）／○末永康文／村越 誠　【柏エナジー】上橋しほと／○北村和之

議案を採決するまでに様々な視点から審議・審査を重ねてい

ます。その中でも特に議論が集中した議案をピックアップし，

お知らせします。

令和７年第４回定例会

12月定例会の議案をPick up！

Pick up！ は上記「12月定例会の議案をPick up！」で取り上げた議案です。

　今回、指定管理の候補者と

なっている事業者が、他自治体

において指名停止処分を受けて

いたことが明らかになり、当該

事業者の適切性について多くの

質問が上がりました。

　柏駅周辺の13か所の市営駐輪場と柏駅東口レンタサイクルを効果的・効率

的に運営するため、指定管理者に管理をさせるものです。

Q当該事業者は他自治体で複数回
の指名停止を受けており、評価点

も前回の議案が提出された際より

大幅に低下している。なぜ別の判

断ができなかったのか。

A事業者に過去の問題があったこ

とは事前に告知を受けた上で選定

委員会による審査を行っている。

当該事業者は、ＤＸを活用したサー

ビス向上や民間ノウハウを生かし

た提案を行っており、総合評価の

結果として選定に至ったため、適

切なプロセスを経たものである。

Qほかに応募団体がいない中でこ
の議案が否決された場合、駐輪場

建設経済環境委員会こんな質疑がありました。

各会派の賛否 
賛否が分かれた上表の網かけ（■■）の議案、請願について、会派別に
賛否を公表します。　

○：賛成　×：反対　欠：欠席　棄：棄権

の市民利用を止めずに市の直営管

理に切り替えられるのか。あるい

は別の事業者に管理を移行できる

のか。

A議案が否決された場合は、もう

一度候補者の選定作業からやり直

すことになる。その間の空白期間

については、市が直営で管理し、

業務委託をしながら対応すること

になるが、定期利用や料金徴収な

どは現指定管理者のシステムを使

用し運用しているため、容易に全

てを直営で対応できるものではな

いと認識している。

38

行き届いた教育を求めることについて

主旨1 未配置を解消するために、柏市独自の事故対策教員をもっと増やしてください。 ◎

主旨2 児童の安全、健康のために教育施設予算を増額してください。 ◎

主旨3 柏市に在籍する全児童生徒の給食費を無償にしてください。 ○

主旨4 沼南地区の学校給食の自校給食を実施してください。 ×

主旨5 部活動の地域移行に伴う父母負担をなくしてください。 ×

主旨6 大規模校になる義務教育学校構想計画を見直してください。 ×

39
加齢性難聴者の補聴器購入費の助成を求めることについて

主旨 医師が必要と判断した加齢性難聴者の補聴器購入費への助成をしてください。 ○

40

核兵器禁止条約の署名と批准を日本政府に求める意見書について

主旨
日本政府に「核兵器禁止条約」への署名・批准を求める意見書提出を求
める請願をいたします。

○

41

保育所等に対する社会福祉施設職員等退職手当共済制度の公費助成の継続を求める意見書について

主旨
国に対して「保育所等に対する社会福祉施設職員等退職手当共済制度の
公費助成の継続を求める意見書」を提出してください。

◎

42

保育士配置基準の引上げの早期完全実施とさらなる改善を求める意見書について

主旨
国に対して「保育士配置基準の引上げの完全実施とさらなる改善を求め
る意見書」を提出してください。

○

43
学校給食の完全無償化を求めることについて

主旨 国の動向を待たずに学校給食の完全無償化をいち早く実現してください。 ○

12月定例会の議案と請願の議決結果
網かけ（■■）は賛否が分かれた議案です。　　◎は全会一致、○は賛成多数

番　号 件　　　名 審議
結果

市 長 提 出 議 案

条例の
一部改正

1 行政組織条例 ◎

2 市立高等学校の教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例 ○

3 市立保育園条例及び子ども・子育て支援複合施設条例 ○

4
特定児童福祉施設設備運営基準条例及び地域型保育事業設備運営基

準条例
○

5 特定児童福祉施設設備運営基準条例等 ○

6 幼保連携型認定こども園設備運営基準条例等 ◎

21 市職員分限条例 ○

22 特別職職員給与条例及び市議会議員報酬等支給条例 ○

23 一般職職員給与条例等 ◎

工事請負
契約

7 清掃工場基幹的設備改良工事の一部変更 ◎

指定管理者の
指定

8・10 文化・交流複合施設（国際交流センター）・老人福祉センター ◎

9 文化・交流複合施設（市民交流センター及び市民ギャラリー） ○

11 障害福祉サービス事業所 ○

12 駐輪場及びレンタサイクル ○

財産の取得
13・14 食器洗浄機・高田小学校給食用備品 ◎

15 市立小中学校情報機器（ＧＩＧＡスクール用タブレット端末） ○

その他 16
千葉県市町村総合事務組合を組織する地方公共団体の数の減少及び
千葉県市町村総合事務組合の共同処理する事務の変更並びに千葉県
市町村総合事務組合規約の一部を改正する規約の制定に関する協議

◎

７年度
補正予算

17 一般会計 ◎

18 公設総合地方卸売市場事業特別会計 ◎

19 柏都市計画事業北柏駅北口土地区画整理事業特別会計 ◎

20 下水道事業会計 ◎

24 一般会計 ◎

25 国民健康保険事業特別会計 ◎

26 介護保険事業特別会計 ◎

人事 27 固定資産評価審査委員会委員の選任 ◎

議 員 提 出 議 案

意見書 3
保育所等に対する社会福祉施設職員等退職手当共済制度の公費助成
の継続を求める意見書

◎

網かけ（■■）は賛否が分かれた請願です。◎は全会一致で採択、○は賛成多数で採択、×は不採択

請願

37

全ての子供たちに行き届いた保育と教育の実現について

主旨1
保育に関わる、全ての子供の保育料を無償にするとともに、給食費も無償化の対
象にしてください。

×

主旨2
保育園の運営トラブルや事業停止が問題になっています。柏市の安定的
な保育施策を進めるため公立保育園を統廃合せず増改築してください。

×

主旨3
こども誰でも通園制度が本格実施となりますが、子供の権利、安全が守
られるよう、公的支援を拡充してください。

○

主旨4
学童保育と放課後子ども教室を一体化しアフタースクールとして民営化
する計画に、保護者・指導員から、不安の声が多く上がっています。一
度立ち止まり、再検討してください。

×

主旨5 学童指導員の待遇を改善し、現学童保育基準を遵守してください。 ○

主旨6 子供の医療費助成を拡充し、窓口負担をなくしてください。 ×
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2・3・
5・21

可決 29 5 〇6

  欠1 〇 〇 × 〇 〇 〇 〇

4・15 可決 28 6 〇6

  欠1 〇 〇 × 〇 〇 〇1

×1 〇

9 可決 23 11 〇6

  欠1 〇 × × 〇 〇 〇 〇

11 可決 33 1 〇6

  欠1 〇 〇 〇 〇 〇 〇1

×1 〇

12 可決 19 15 〇6

  欠1 〇 × × 〇 〇 × ×

22 可決 21 12 〇6

  欠1 〇 ×4

〇2 × × 〇2

棄1 〇 〇

請願

37-1
38-6

不採択 15 19 ×6

  欠1 × 〇3

×3 〇 〇 × 〇 〇

37-2・6
38-5

不採択 14 20 ×6

  欠1 × ×4

〇2 〇 〇 × 〇 〇

37-3・5 採択 18 16 ×6

  欠1 × 〇 〇 〇 × 〇 〇

37-4 不採択 13 21 ×6

  欠1 × ×4

〇2 〇 〇 × 〇1

×1 〇

38-3
43

採択
（議長裁決） 17 17 ×6

  欠1 × 〇5

×1 〇 〇 × 〇 〇

38-4 不採択 14 20 ×6

  欠1 × 〇3

×3 〇 〇 × 〇1

×1 〇

39・40 採択 21 13 ×6

  欠1 × 〇 〇 〇 〇 〇 〇

42 採択 20 13 ×6

  欠1 × 〇 〇 〇 〇2

棄1 〇 〇

議員個人の

賛否はこちら

（議案）

（請願）

指定管理者が管理する駐輪場の一部
（柏駅東口第三駐輪場）

指定管理者 知●＋の指定について（柏市駐輪場及び柏市レンタサイクル）（議案第12号）

公の施設の管理に民間事業者等の有するノウハウを活用することにより、多様化する住民

ニーズに対応していくことを目的とした制度。平成15年の地方自治法改正により創設された。

指定管理者制度知●＋

　　 ここに議論が
　　    集中しました

Pick up！


